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世界不況の展開過程
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世界貿易の地域構造

世界の工業品貿易

1990年代世界貿易の諸特徴

1．世界経済と景気循環

　戦後の世界経済における景気循環過程についてみれば、1950年代、60年冬に欧米と日本を中

心とした大多数の先進国において、高度経済成長の上昇局面がっついた。そのあと、1974－75

年に構造的な不況局面が訪れている。

　篠原三代平教授は、国民所得統計を用いて、戦後の実質GNPの成長率の循環を日本につい

て描いている。年々の成長率に7力年平均を加え、長期の景気の波の姿を浮きぼりにしている

のである。これは、50－60年周期の「コンドラチェフの波」ではなく、短い長波の「クズネッ

ツ・サイクル」を指しているのであるが、それによると、短い長波の山は1950年、1969年、

1987年となる（1）。

　同一手法をOECDのHistorical　Statistics，　National　Accountsのデータに適用して、欧

米の場合を戦後の40胆力年についてみれば、「戦後の景気循環の波の第二の山がやはり1970年

前後となり、第三の山が1990年に近い時期になっていることから、日本と共通の結果が得られ

た（2）」、と篠原教授は述べている。こうして、「1970年ごろまでは世界経済がともに戦前を超え

るテンポの技術：革新の時代のなかにあり、その世界的な活況に波に乗って日本が輸出主導型か

つ国内投資主導型の成長に成功した（3）」と判断されている。その意味で1970年は世界的活況の

転換点なのである。

　また、宮崎義一教授は、「世界経済をどうみるか』という著書のなかで、1973年不況、1980

年代不況をとりあげ、それらを世界同時不況と規定して、その特徴を明らかにしょうとされて

いる（4）。
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　さらに木下悦二教授は、「レーガン時代の世界経済の一考察」のなかで、1974年を「本格的

な過剰生産恐慌がはじまった時期である（5）」と規定し、それを戦後の世界経済の画期ととして

いるのである。

　ともあれ、戦後の世界経済は1970年代の前半期をさかいとして1970年代、1980年代、1990年

代と、いわゆる低成長の時代と表現されている時期がっついているdこのことは誰しも認める

ところである。けだし、1974－75年の不況局面は、石油危機をひきがねとするものではあるが、

それをきっかけとして世界経済の基調と構造が大きく変化し、その後の低成長期を規定するこ

ととなっているからなのである。

　さて、1974年からの不況は、石油危機を発端とし、はげしいインフレーションを伴うもので

あった。その後、いったん景気は回復したものの、1979－80年の第2次石油危機によって長期

停滞がつづき、先進諸国は高い失業率に悩まされたのである。

　ところで、1989年以後、先進諸国はまたまた不況の波にのまれた。アメリカが1990年に不況

に入り、日本とドイツがそれにつついた。アメリカは1992年に回復するが、日本は1997年にお

いても不況局面をつづけている。

　さて、世界経済の景気循環過程に対応して、世界貿易の分野でも大きな構造変化がみられる。

まず、1974年頃らの低成長期を転換点として、世界貿易の伸び率の鈍化がみられる。

　試みに、世界輸出の伸び率を数量ベースでみると、高度成長期の1950－60年、1961－73年に

は、それぞれ年平均6．4％、8，2％と高い伸びを示した。これに対して、1973－79年には4．5％、

1980－89年目は4．7％、さらに1990－95年には4．1％、と伸び率が低くなったのである。

　ところで、世界経済の基調の変化と世界貿易のスローダウンのなかで、世界の貿易構造が大

きく変化している。

　本稿ではまず、世界景気と世界貿易の関連を検討してみる。ところで、世界景気を見る場合

の実質GDP成長率と輸出数量指数でみた世界貿易の成長率とを比較してみると、後者のほう

が高い。これは、後でみるように企業活動のグローバル化が進み、トランス・ナショナルな経

済への移行が進んでいるなかでは当然のことである。まず、世界貿易のスローダウンとその消

長の実態を世界景気との関連で明らかにしなければならない。そのうえで、1980年代、1990年

代の世界貿易構造の変化の諸特徴を明らかにしてゆきたい。

2．世界不況の展開過程

　低成長期に入った1970年代、1980年代、1990年代についての世界景気と世界貿易の関係をみ

るに当たって、1930年代と比較しながら、その特徴を明らかにしてみよう。いうまでもなく、

1930年代は、1929年の世界恐慌をきっかけとする世界不況と不況からの脱出過程である。他方、

1970年代は73年10月の第1次石油危機をきっかけととしておこった1974－75年以降の不況期で
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ある。1980年代は1979－80年の第2次石油危機によっておこった1980－82年以降の不況期であ

る。そして、1990年代は、いわゆる冷戦が終りを迎えた1989年秋以降の先進諸国があいついで

不況に突入した時期である。

　1990年代不況は、まず、世界経済をリードしたアメリカが1990年半不況となり、ついで東西

ドイツの統一が巨額の財政赤字と失業を生んでそれが足かせとなってドイツが不況に突入した。

また、バブルが崩壊し、不動産融資をはじめとする不良債権の発生に見舞われた日本が不況に

おち入った。それぞれ、不況脱出策がとられ、緩慢な回復がみられるものの、いまなお低成長

を脱することはできていない。

　さて、これらの三つの時期の不況と不況脱出過程を1930年代と比較してみよう。宮崎義一教

授は1980年代の不況について、「現代資本主義において、1930年目の世界恐慌に匹敵しうるよ

うな世界不況が現実に発生している（6）。」、と指摘されている。また、1990年代不況についても

宮崎義一教授は、日本経済について、「このような長期間の不況は、1929－31年の不況および

第2次石油危機後の不況を除いて例をみない（7）。」と述べている。

　また、リチャード・レイヤードは、ピーター・テミンの『大恐慌の教訓』の序文（8）で1980年

代について次のように述べている。「ヨーロッパは現在（1980年代一筆者）、失業率が10％を超

えており、1930年代以来最悪の不況下にある。債務の泥沼に落ちこんだ第3世界の国々は、さ

らに悪い状況におかれている。その結果1980年代の世界経済は、戦後のいかなる時期よりもそ

の成長率を低めたのである。何故こうなったのだろうか。こうした状況に対して何ができるの

だろうか。これらの問いに光をあてる自然な方法は、1930年半の大恐慌を振り返ることであろ

う。何がその原因で、何がその終焉をもたらしたのか。」と。

　さらに、1990年目不況入りしたアメリカが、1992年には回復軌道に乗った。この事実をどう

みるか。1992年以降に、回復し、株価の上昇した経済情勢を、アメリカの有力エコノミストの

S，ナカガマは「株価大暴落と大恐慌に先立っ1920年代に似ている」と述べている（9）。すなわち、

1990年代を世界大恐慌前と類似している、と指摘することによって1990年代の不況の深刻さを

警告しているのである。

　さて、1974年を転換期とする低成長過程におこったこれらの不況が、果たして世界大恐慌に

匹敵しうるものかどうか。いわゆる大恐慌が、資本主義史上にみられた恐慌のなかで最大のも

のであるだけに、それとの対比で今日の不況期を検討してみる必要があるのである。

　まず類似点をみてみよう。1929年の世界恐慌は、もともとアメリカではじまった。1929年10

月24日のニューヨーク株式取引所における株価の大暴落がその発生の日である。株価は、1929

年から1933年までの間に85％低落した。しかも、1929年後半からすでに工業生産・実質国民所

得の低下、失業率の悪化がはじまっていたのである。アメリカにおいて1930年から経済成長率

はマイナスをつづけ、1933年までの4年間の平均でマイナス16％となった。失業率は1932年に
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25％となった。

　これに対して1980－82年の3年間、アメリカの実質GNPはまったく増大していない。株価

をみれば、1968年から82年までに、実質で、65％低下している。失業率についてみれば、1982

年7月現在、公的失業率は9．5％であるが、大恐慌当時と同じ失業統計のとり方を用いれば、

それは15％に相当する。以上の事実は、Lester　C．　Thurowが、1882年のInternational　Con－

ference　of　Economics＆Managementの総括講演において、「今日のアメリカ経済は、大恐慌

の当時といくつかの点で類似しています」、と述べた八つの類似点（lo）のうちからとりあげたも

のである。

　ともあれ、現代の不況の様相が1930年代の世界恐慌と類似性を強調するに足る経済の実態を

示していることは事実である。また、両者の類似性を指摘する見解も多い。しかし、それらが

大恐慌のように破局的な段階に至っていないことも事実である。世界経済の諸条件の相異点に

も注意を払わねばならないゆえんである。次に相異点をみてみよう。

　第一は、宮崎義一教授が指摘（11）するように、1929年大恐慌は、アメリカの国内要因による、

一国内の過剰生産恐慌である。それが、ドイツ、イギリス、日本、そしてフランスへと伝播し

て世界恐慌にまで拡大していったのである。これに対して、1973、1982、1990年の世界不況は、

世界同時不況である。1973、1982年の不況は　　　第1図

先進国すべてに対して石油危機という国外的　　　（％）　　日米独の実質GDP伸び率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7
要因を原因とする不況がいっせいに襲いかかっ

たものといえる。前者は、1973年後半期から7

5年後半期に至る景気の谷、後者は、1980年初

から82年2．4半期に至る景気の谷がそれぞれ

先進国についてほぼ同時に看取される。

　また、1990年の不況は、冷戦の終焉をきっ

かけとして世界的広がりをもつ同時不況とし

てあらわれた。この場合は、第1図にみるよう

に90年にまずアメリカが不況に入り、ドイツ

と日本がその後を追うかたちではあるが、冷

戦不況とよばれるように国外的、国際政治的

要因による世界的広がりをもつ同時不況とし

てあらわれたのである。

　さて、世界不況が世界同時不況としてあら

われる背景には、戦後の世界経済が密接な相

互依存のなかに統合されてきたことがあげら
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れる。もともと世界経済は世界貿易のみならず、多国籍企業の現地生産によるネットワーク化

がすすんでいる。金融の世界統合もいちだんとすすんだ。国外的要因にもとつく不況が相互依

存度を高めた世界経済を襲うとき、世界同時不況として現れざるを得ないのである。

　第二に、実質国民総生産（GDP）指数の変化をみてみよう。第1表は、1930年代、1970年

代、1980年代、1990年代についてそれぞれ実質GDPの指数と世界輸出数量指数を示したもの

である。GDP指数については、1930年代は工業国16力国、1970年代、1980年代はOECD加盟

諸国、1990年代は先進国のGDP指数である。まず、1929年一32年には実質GDPは約6分の

1の低下をみせている。その後、1934年から徐々に回復過程に入り、1936年号至ってようやく

1929年水準への回復がみられた。

　　　　　　　　第1表　1930年代と1973～1995年の実質GDPと輸出数量の変化

1930年代 1973～80年 1980～89年 1990～95年

年

工業国
P6力国の
fDP

@指数

世界輸出

k綱 年
OECDの
@GDP
@指数

世界輸出
年

OECDの
@GDP
@指数

世界輸出

k翻 年
先進国の
@GDP
@指数

世界輸出

k綱

1929 100 100 1973 100 100 1980 100 100 1990 100．0 100

1930 94 93 1974 101 105 1981 97 100 1991 100．8 102

1931 89 86 1975 101 100 1982 96 98 1992 102．5 106

1932 83 73 1976 105 112 1983 97 100 1993 102．6 108

1933 84 75 1977 109 117 1984 100 108 1994 102．9 119

1934 89 78 1978 114 122 1985 103 111 1995 103．2 127

1935 94 82 1979 117 131 1986 105 118

1936 102 86 1980 119 133 1987 107 124

1937 109 97． 1988 111 139

1938 110 91 1989 115 148

出所　1930年代および1973～80年は，S．　A．　B．　Page，　The　Revival　of　Protectionism　and　Its　Consequences　for　Europe，

　　M‘ゴ」飢6Bα漉Rθび‘θω，　Winter，1983．　p．11，（1930年代はQ甑r彦θrZッRθび‘θωoノ‘加BαπcαNα‘εoηαごゴ♂

　　Lαりoro，　June　1977およびJune　1962，1973～82年は丁加Nαε‘oπα♂1ηs薦雄θElcoηoπ～‘c　Rθひεθω，　May　1983．）

　　1980～89年のGDP指数はOECD，　Mα戯Eoo几。而。　1几4‘σαεθr各号．1990～95年は，　IMF，　Wor昭Eoo几。而0

　　0磁Zooん各号．輸出数量指数はUN，　Mo撹ん妙BμJZθ伽。／8‘αご‘頗σs，　Jan，1989．およびJan．1991．およびOct．

　　1996．

　ところが、1973－80年には、1973年に対してOECDの実質GDPの低下はみられない。1974、

1975年には停滞しているが、1976年から徐々に景気回復局面に入って1980年までつついている

のである。また、1980－89年についてみれば、同じくOECDの実質GDPは、1981－83年の間

に低下したあと、1984年には1980年の水準に回復し、その後景気の回復局面に入っている。

　1990－95年についてみれば、先進国の実質GDPの五年間の平均値は、1．7％と低成長をつづ

け、1991年と1993年はそれぞれ0．8％、0．7％と1．0％にみたない低い成長率であった。しかし、

前年度を下回った年はないのである。

　ともあれ、先進国の実質GDP成長率からみた不況の長さと深さは、1930年代がもっとも長

くかっ深いことはいうまでもない。長さからいえば1936年に至ってようやく1929年水準にかえっ

たほどの長期の不況であった。その間の深さからいっても32年にGDPは1アポイントの大きい
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低下を示しているのである。

　これに対して現代の不況についてみれば、1980年代の不況において81－83年に基準年を下回っ

たほかは、1970年代も1990年代もいずれも基準年を下回った年はみられない。不況は深くなく、

回復の程度はそれ程大きくはないが、一定の期間のあと回復局面を迎えているのである。

　第三に、世界輸出数量指数の変化をみてみよう。1930年不況の場合は、1938年までついに

1929年の水準まで回復した年はなかった。また、1932年には2アポイントの大きい低下を示して

いる。まさに世界経済の相互依存関係が断ち切られたほどの世界貿易の停滞がおこったのであっ

た。

　これに対して、1970年代の輸出数量指数では、1975年に基準年（1973年）と同水準にまで低

下したほかはつねに基準年を上回っていた。1980年代には、1982年に基準年（1980年目以下に

低下したもののその他の年はいずれも基準年を上回っている。さらに、1990年代については、

いずれの年も基準年（1990年）を上回っている。

　現代の不況は、世界輸出についてみれば、不況時のあとにわずかの低下をみた年があるもの

の、回復のテンポは早く、高度成長期ほど大きくはないが、着実に上昇を示しているのである。

　第四に、世界景気を輸出との関係をみてみよう。1930年代はいずれの年も、輸出数量は実質

GDP指数よりも低い。基準年（1929年）との比較でみて輸出のほうがGDPよりも低下が大

きいのである。いわば輸出が国内総生産より以上にはげしく落ちこんだのである。

　これに対して、1970年代、1980年代、1990年代は、1975年のみを例外としていずれも、輸出

数量指数のほうがGDP指数を上回っている。輸出がGDPをこえて増加しているのである。

　このことは次の二つのことを意味している。一つは、「戦後の資本主義には一貫して国際化

の傾向が顕著にみられた（12）」ことである。具体的にいえば、「経済活動（その中心的な動機と

しての資本蓄積）の国境をこえる広範な拡張、その結果生じた経済の「国際化」は、さしあたっ

て各国の国内総生産（GDP）を上回る輸出の急速な拡大、次いでそれを上回る対外投資の増

大となってあらわれ（13）」たのである。すなわち、GDPを上回る輸出の増加の原因は戦後の国

際化にある。

　二つは、経済のグローバル化、国民経済からトランスナショナルな経済への転換による世界

経済の一体化の傾向の強まりは、不況の深化をおしとどめる役割をになっている。このことが、

現代の不況を1929年大恐慌のように破局的な段階に至らしめない一つの背景となっていること

は否定できない。

　また、世界貿易についてみれば、さきに1970年代、1980年代、1990年代の世界輸出の伸び率

が鈍化した、といったのは、1950年代、1960年代の高度成長期と比較していわれることであっ

て、1930年代と比較するとそうではない。他方で、輸出の伸び率はGDPのそれを上回ってい

る。その意味でも1970年代、1980年代、1990年代における輸出の経済成長支持要因としての役
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割は、いちじるしく大きくなっているのである。

　つぎに、1930年代と現代の不況の背景にある国際的諸条件の相異点（14）についてみておこう。

　第一に、戦後の世界経済においては30年代と比べて多角的貿易、支払い制度がはるかに拡大、

強化されている。その背景には、IMF、　GATT（現在はWTO）その他の国際機関のもとに諸

国相互間の理解と協力がまがりなりにも存在しているのである。いうまでもなくGATTは1930

年代のブロック化が世界貿易の縮小を招いたことに対する反省にもとづいて自由・多角・無差

別の世界貿易の確立をめざしてっくられたものである。また、IMFは1930年代に為替切り下

げ競争によって国際通貨の混乱をひきおこしたことに教訓を得て為替の安定と自由化をめざし

て生まれた国際機関である。

　ところで、GATTは1995年にWTO（世界貿易機関）（15）に生まれかわった。　WTOは1970年

代以降の世界経済の構造変化のなかでおこった貿易紛争の多発、協定を逸脱した貿易協定、農

業補助金、新保護貿易政策などに対処するために、自由貿易のルールを拡充し、貿易紛争処理

に関する権限を強化し、新たに地球環境に配慮し、さらに貿易における発展途上国への配慮を

規定している。IMFも1970年代に大きく変貌をとげたが、国際通貨の安定と国際金融の自由

化、効率化をすすめる機構としての役割を強めている。それらはいずれも世界経済の協調をめ

ざしているだけに、1930年代と比較してはるかに世界経済の安定的な要素となっているのであ

る。

　第二に、国際資本移動に関する制限がいちじるしく緩和された。とくに、先進国については

自由化がすすみ、国際的な資本の流れが急速に増大してきている。1959年末のOECDの資本

移動の自由化コードの成立以来、急速に資本の自由化が進んだのである。1996年についてみれ

ば、世界輸出額は一年間で4兆ドルであったが、外国為替取引総額は一日平均で1．3兆ドルで

あった。すなわち、年間の商品世界貿易額は約3日分の外国為替取引総額にすぎない。国際的

な資本取引がいかに大きくなっているかがわかる。

　P．F，ドラッカーは「この十年の間に、世界経済の構造そのものに三つの基本的な変化が起

こった」として次の点をあげている。「（1）一次産品経済が工業経済から分離した。②工業経済

において、生産が雇用から分離した。（3）財・サービスの貿易よりも資本移動が世界経済を動か

す原動力となった。（16）」と。また、宮崎義一教授も資本の流れと外国貿易とがまったく独立し

た動きをする点についてくりかえし指摘している。すなわち「世界経済を動かす力がもはや、

財・サービスの取引（実需取引）ではなく、金融面の国際取引に大きく比重が移行し、モノの

経済にとってかわって、次第におカネの経済取引が世界経済のリーディング・ファクターとなっ

てきた（17）」と。

もちろん、先進国にも残された投資規制は存在するが、OECDは1997年に多国間投資協定

（MAI）を締結し、現在の先進国の投資規制を凍結し、段階的に撤廃することをきめている。
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したがって資本自由化はいっそう進展するであろう。

　さて、このような資本取引の急拡大は、貿易の自由化とならんで世界経済の統合化をいっそ

うすすめ、支払制度の自由化を徹底的に進あてゆくであろう。これはまた世界貿易の拡大要因

にもなるし、不況の深化をとどめることにもなる。ただし、宮崎義一教授はこのことが不況の

性格を変える側面を重視し、「実体経済と金融上の再調整過程が分離されて複合不況．となる（18）」、

と主張される。

　ともあれ、ここでわれわれは世界不況について、1930年代と現代とでは、国際経済の諸条件

の面からみて、きわめて大きい相異点をもっている点を強調したいのである。世界貿易をとり

あげてみて、1930年忌に深刻な事態が起こったのに対して、1970年代、1980年代、1990年代の

不況期には深刻な事態が起こっていないのは、これら⑱国際経済の諸条件の相異によるものと

いえよう。

　とはいえ、さきにも述べたように、これらの時期には、それまでの1950年代、1960年春の高

度経済成長期と比べると、世界貿易の停滞がみられる。この停滞期において、世界貿易に、ど

のような構造的変動がみられるのだろうか。つぎにこの問題を1980年代、1990年代について検

討してみる。

3．景気循環と世界貿易

　1980年忌、1990年代の世界貿易の地域構造をみるまえに、経済成長の変動を地域別にみてみ

よう。けだし経済成長の変動が世界貿易の動向に大きい影響をもつものであるからである。19

80年代の不況期については、第2表でみるように、1980－85年平均において実質GDP成長率

はアフリカはマイナス0．5％、ヨーロッパ・中東は2．3％、中南米は0．5％、というふうにマイナ

スないし低成長となった。これに対して、東アジア、南アジアはそれぞれ7．8％、5．4％と高い

成長率を示している。1980年代後半期をみても、同じ傾向がつづき、アジアがとびぬけて高い

成長率をつづけている。なかでも東アジアがとびぬけて高い成長率をつづけているのである。

　　　　　　　　　　　　　第2表　地域別の実質GDP成長率（％）

地域　　　　年 1980～85年平均 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年

ア　フ　リ　カ 一〇．5 3．2 一1，3 3．1 3．4 2．1 1．7 0．7 0．8 2．6

ア　　　ジ　　　ア 一 一 一 一
6．0 5．7 6．4 82 8．7 8．5

東アジア 7．8 7．3 8．6 9．4
一 一 一 一 一 一

構アジア 5．4 4．6 3．1 7．6
一 一 一 一 一 一

ヨーロッパ・中東 2．3 3ユ 1．9 2．6 2．7 4．8 3．2 5．5 3．6 0．3

中　　南　　米 0．5 3．6 2．7 1．0 1．6 0．6 3．5 2．7 3．3 4．6

（資料）1980～88年は，丁加Wor耐Bα読，　Wor耐DeりθZopm飢εR印orε，1989，

　　1989～94年目，IMF，　WorJd　Ecoπo而。磁εJooん，　Oct，1995．

　さて、1990年代不況期はどうか。1990－94年平均でみると、アフリカが1．6％、ヨ」ロッパ・



世界景気循環と世界貿易 9

中東が3．5％、中南米が2．0％と低いのに対して、アジアは7．5％といぜんとして高い成長率で

ある。1990年代については第2表の統計ではアジアとして表されているが、1980年代と同じく

東アジアが高い成長をつづけている。とくに、アジアNIESの成長が著しく高い。

　試みに、実質GDP成長率をアジアNIESの四力国と中南米4力国について比較してみたの

が第3表である。1980年代、1990年代の不況期においてアジアNIESのうちでも韓国と台湾は

ずば抜けて高い成長をつづけている。韓国は1980年代に平均で8．2％、1990年代に7．5％、台湾
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は1980年代に7．9％、1990年代に13．5％となっている。

　世界経済が先進諸国を中心に低成長を続けている時期に、アジア、とくに東アジアはずば抜

けて高い成長率をつづけているのである。

　これに対して80年代に累積債務国といわれた中南米四力国の成長率はマイナス成長を含む低

成長をつづけた。90年代になってアルゼンチンとチリは成長路線に回復してきているがブラジ

ルとメキシコはいまなお回復過程に入っていない。世界経済はアジアの時代とよばれ、「世界

経済の重心が東アジアにシフトしっっある（19）」、といわれるのはまぎれもない現実なのである。

　このことを世界貿易面でみるために第4表によって、世界の地域別輸出数量指数の変化をみ

てみよう。1990年を100とした表であるが、1990年代（1990－95年）において、先進国と発展

途上国を比較すれば前者は127、後者は162と発展途上国のほうが高い伸びを示している。なか

でも、東南アジアは、186ともっとも高い伸びとなっている。

第4表　世界の地域別輸出数量指数（1990年＝100）

　　　年
n域

1980年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年

先進　国 66 74 78 79 83 88 95 100 102 106 108 119 127

北　　　米 73 70 70 72 78 91 95 100 105 112 117 127 138

日　　本 62 84 87 87 88 91 95 100 102 103 102 104 109

E　　　U 64 75 79 80 83 88 96 100 102 105 108 120 129

EFTA 63 71 76 79 82 87 95 100 100 102 104 111 117

オセアニア 63 76 83 82 89 90 94 100 115 121 125 137 141

発展途上国 59 63 63 73 81 87 94 100 110 120 130 144 162

アフリカ 86 72 73 85 8G 81 86 100 104 102 103 105 108

中　南　米 67 88 85 89 82 88 99 100 107 116 127 132 152

中東アジァ 121 71 64 79 88 104 104 100 103 97 116 117 118

東南アジァ 35 51 54 63 75 86 93 100 114 128 139 161 186

総計 64 71 74 77 82 88 95 100 104 109 114 125 136

（資料）UN，　Mo撹ゐ」ッBμZ観1πoノ＆α‘ls‘εcs，　Oct，1996，

　このことは、第5表によって世界輸出額に占める発展途上地域の比率をみてもよくわかる。

1980年から1993年までに、アフリカは6。9％から2．5％に低下している。中南米は5。1％から4．5

％とほぼ変っていない。中東は10．5％から低下をっづけ、3。1％までになった。他方で、アジ

アだけは7．9％から毎年増加をっづけ、17．5％へと著増した。とくに1990年代の世界輸出にお

　　　　　　　　　　第5表　世界輸出額に占める発展途上地域の比率（％）

1980年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1990年 1991年 1992年 1993年

アフリカ

??ﾄ
?@　東

Aジア

6．9

T．1

P0．5

V．9

3．6

T．8

W．5

W．2

3．7

T．9

U．9

W．7

3．3

T．9

T．8

X．5

3．1

T．5

T．7

X．2

2．3

S．2

R．7

X．1

2．1

R．9

R．3

P0．1

2．7

R．9

R．3

P3．2

2．6

R．8

R．1

P5．0

2．5

S．2

R．0

P5．9

2．5

S．5

R．1

P7．5

（資料）UN，　Mo離ん」ンBα♂Zθ伽o／S‘αε観‘os，　May　1998，およびJune　1991．
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けるアジアの地位の上昇は、目ざましいものがある。これはアジアを中心とする発展途上国の

工業化が産業内貿易の発展へとあらわれたことを示すものである。したがって、世界貿易面か

らもアジアの時代といいうるのである。

　　　　　　　　　　　　　　　4．世界貿易の地域構造

　世界貿易の地域構造をみてみよう。第6表によって世界貿易（輸出）における先進国の比率

をみてみると、高度成長期に先進国の比率は徐々に上昇していって、1973年には73．0％を占め

た。しかし、第1次石油危機をきっかけとして低下しはじめた。そして、1981年の第2次石油

危機のころには62．0％にまで下がった。世界景気の回復過程の1980年代後半において、先進国

の比率は再び上昇しはじめ1991年に73．0％となったが、1991年の不況のなかで先進国の比率は

低下しはじめ、1993年には69．8％となっている。発展途上国の比率はその逆の動きをしている。

　　　　　　　　　第6表　世界輸出額に占める先進国と発展途上国の比率（％）

年 先進国 発展途上国 中央計画経済 計

1950 60．0 32．0 8．0 100．0

1960 67．0 21．0 12．0 100．0

1965 69．0 20．0 11．0 100．0

1970 72．0 17．0 11．0 100．0

1973 72．0 19．0 9．0 100．0

1974 65．0 27．0 8．0 100．0

1975 66．0 24．0 10．0 100．0

1980 63．0 28．0 9．0 100．0

1981 62．0 29．0 9．0 100．0

1982 63．0 27．0 10．0 100．0

1983 64．0 25．0 11．0 100．0

1984 64．0 25．0 1LO 100．0

1985 66．0 24．0 10．0 100．0

1986 69．9 21．4 9．7 100．0

1987 70．0 22．0 8．0 100．0

1988 70．3 223 7．4 100．0

1989 70．3 23．2 6．5 100．0

1990 72．2 22．7 5．1 100．0

1991 73．0 24．3 2．7 100．0

1992 72．1 25．4 2．5 100．0

1993 69．8 27．5 2．7 100．0

　　　　　　　　（出所）UN，　Mo撹〃ッB㏄ZJε伽。／8εα廊εεcs，各年号。

　また、世界貿易（輸出）に占める各地域間貿易の比率を第7表によってみてみよう。先進国

間貿易の比率は1973年まで高い比率を占めたが世界不況期に入る1973年から下りはじめた。19

72年の55．8％から1980年には45。1％、1982年には44．1％にまで低下した。1980年代後半期の世

界景気の回復期に再び上昇しはじめて1990年には55．9％となったが、1991年不況期には低下し

はじめる。先進国と発展途上国との間の貿易はこれと逆め動きを示している。

　要するに1950、60年代の高度成長期の世界貿易拡大期には先進諸国間貿易の比率が増加し、
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第7表　世界輸出額に占める地域間貿易の比率（％）

年 先進国間 発展途上国間 先　進　国→
ｭ展途上国㈹

発展途上国→
謳i国（B）

㈲＋（B）

1972 55．8 3．7 12．9 12．9 25．8

1973 54．3 4．0 12．8 14．1 26．9

1974 47．5 5．8 13．6 20．0 33．6

1975 45．3 5．7 15．9 16．9 32．8

1976 46．3 5．9 14．9 18．4 33．3

1980 45．1 6．9 14．7 19．6 34．3

1982 44．1 7．8 15．8 16．9 32．7

1983 45．7 7．3 14．7 16．0 30．7

1984 47．2 6．8 13．9 16．2 30．1

1985 48．5 7．1 13．3 14．9 282

1986 53．2 5．5 12．9 12．7 25．6

1987 54．8 5．1 12．6 13．0 25．6

1988 54．2 7．4 13．9 13．8 27．4

1989 54．2 7．6 14．0 14．4 28．4

1990 55．9 7．4 13．9 142 28．1

1991 55．4 8．9 15．3 14．5 29．8

1992 53．6 99 17．0 14．9 31．9

1993 50．0 10．7 17．1 16．1 332

（資料）第2表と同じ。

1970年代不況期、1980年代不況期、1990年代不況期のいずれにおいても、先進国と発展途上国

のあいだの貿易が増加している。1993年には33．2％となった。さらに発展途上国間貿易の比率

が10．7％にいちじるしく増加している。

　ところで、これまで先進国間貿易は工業品貿易ととらえられており、工業製品の生産におけ

る規模の経済および消費需要の多様性による製品差別化の存在にもとつく特化による世界貿易

であるとみることができた。市場規模や需要構造の相異により差別化された同種商品の貿易で

あり、一般に産業内貿易とよばれる。他方で、先進国と発展途上国の間の貿易は歴史的には工

業品と第1次産品との貿易ととらえられてきた。それは生産要素の賦存度の違いにもとつく特

化であり、一般に産業間貿易とよばれた。

　さて、上のように規定するとすれば、先進国と発展途上国との間の貿易は、1970年代までは、

主として産業間貿易の形態をとった貿易が主流を占めたが、1980年代、とくに1990年代に入っ

て、発展途上国とくにNIES諸国の工業化の進展にともない、産業内貿易の形態が多くなって

きているのである。

　世界貿易の地域構造のもう一つの特徴として、1980年代に入って、地域的経済統合の動きが

強まってきたことがあげられている。このことは、‘GATT（現在はWTO）に通報された地域

統合の数が「1980年代後半の6件から1994年の31件へと大きく拡大している。（20）」ことからも

わかる。

　アメリカは1983年8月にカリブ海地域経済復興法を承認し、1984年から実施した。また、
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1988年1月に米加自由貿易協定を調印し、1989年に発効した。さらに、1994年には米、加、メ

キシコの参加するNAFTA（北米自由貿易協定）が成立した。1994年末には、米州4力国の首

脳が集まって米州サミットが開催され、FTAA（米州自由貿易地域）を2005年までに創設する

ことが合意された。

　他方、EU（欧州連合）は1987年7月に単一欧州議定書（SEA）が発効し、1993年より人、

商品、資本、サービスの完全統合が進んだ。さらに1993年11月にマーストリヒト条約が発効し、

通貨統合、共通外交・安全保障の協力にむかって動いている。

　一方、アジアでは1967年に発足していたASEANが、これまで経済協力の成果を十分にあげ

ることができていなかった。ところが、1990年代に入り、EUの市場統合やNAFTAの形成な

どの地域統合の進展への対抗から、統合への動きが活発化した。1992年にAFTA（ASEAN自

由貿易地域）の創設が合意され、1993年1月から関税引き下げが実施されている。．

　このような背景のなかで、これらの地域は現実にどのような地域的な結びつきを示している

だろうか。

　第8表によって、EU、アメリカ、日本、アジアがそれぞれの輸出市場をどこに求めている

かについてみてみよう。EUは、　EU域内相互間貿易の比率が高く、域内の結びつきが著しく

高い。また、域内貿易の比率は1980年の53．6％から1990年60．7％、1994年57．3％へと上昇して

きている。

　アメリカはカナダと中南米を合わせた米州での結びつきが高い。その比率は、1980年では

　　　　　　　　　　　　　第8表　世界貿易の地域的結合度（％）
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33．3％だったのが、1990年に34．9％、1994年には39．9％と上昇してきている。また、日本およ

びアジアへの結びつきも求めている。APEC（アジア太平洋経済協力会議）はその方向を示し

ている。

　日本は、アメリカとアジアの両者に対する結びつきが強い。アメリカとは1980年に24．5％だっ

たのが1994年には30。0％、アジアとは1980年に23．8％、1994年には39．9％となっている。

　アジアは、アジア地域内貿易比率が高く、しかも1980年の21．1％から1990年に32．5％、1994

年に37．1％と比率がいちじるしく上昇している。また、域内貿易とともに、アメリカ、日本へ

の依存も高い。

　さて、これらの地域統合を類型化してみよう。第一は、EUの共同市場型の結びつきである。

貿易統合はもちろん、経済、通貨、さらには政治面での統合をめざした強固な組織である。

　第二は、アメリカ、カナダ、中南米との結びつきを中心とするグループである。米州大陸諸

国間の相互依存関係を強める内包型の統合である。

　第三は日本とアジアである。1980年代に日本とアジアは、アジア太平洋におけるトライアン

グル的国際分業関係をつくりあげてきていた。すなわち、1987年をみてもアメリカに対して日

本が、36．7％、アジアが30．4％と高い比率を占めた。また、アジアに対して日本が23．1％と高

い比率を占めた。これは、アメリカがアブソーバーとして日本とアジアに市場を提供し、日本

はアジアに資本財を輸出する、という分業関係であり、外延的発展型とみられた。

　ところが、1990年代に入って、アメリカのアジアからのアブソーバーとしての地位が低下し、

アジアの地域内相互依存関係が強化される方向が強まった。アジアの域内貿易比率は、1980年

の21．1％から1990年に32．5％、1994年には37。1％に上昇してきている。さらに、日本のアジア

貿易比率の増大も顕著である。これは、アジアの工業化の急速な進展、とくにアジアNIESは

もちろんASEANの工業化の進展と経済成長を示すものである。と同時に、高い経済成長を求

めるために海外市場をどこに求めるかという問題への回答が域内貿易の拡大であったといいう

るであろう。しかもその貿易形態は産業内貿易である。これを、渡辺利夫教授は「東アジアに

おいて物流（貿易）の域内自己循環構造が形成されっっある（21）」と述べている。「アジアの時

代」といわれる意味はここにもある。

　一方、EUとアメリカについていえば、1980年代の不況を乗り切るための市場問題をどのよ

うにして解決しようとしたのか。それへの回答の一つの方向を示しているものといえる。

5．世界の工業品貿易

世界の工業品輸出に占める先進国と発展途上国の比率と輸出数量の伸びとを第5表にみてみ

よう。

　まず、第9表によって世界の工業品の輸出に占める先進国と発展途上国の比率をみてみよう。
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1975年においては先進国の比率は92．3％と圧倒的に大きかった。その比率は80年代に入って徐々

に減少している。1980年に88．8％、1985年に85。0％、1989年には81．2％となっている。1990年

代にはいってこの傾向はいちだんと進み、1991年に80．1％、1993年には75．6％となった。工業

品の供給国としての先進国の地位は1990年代に入って急速に低下してきているのである。

　反面で、発展途上国の地位は、1975年に7．7％にすぎなかったのが、1980年目11。2％、1989

年に18．8％に至るまで増加した。1990年代に入ってさらに地位を上昇し、1993年には24．4％と

世界工業品貿易の4分の1を占めるに至ったのである。

　同表によって工業品の輸出数量指数をみても、1990年を100として、1980年代の発展途上国

の伸びは大きく、さらに1990年代には、先進国が108に対して発展途上国は144となっている。

発展途上国は先進国をはるかに凌ぐ工業品の輸出増加ぶりを示しているのである。

　つぎに、工業品について商品別貿易構造の変化をみてみよう。第10表によって先進国の場合

をみると、1981年および1990年代について、食料、原材料、鉱物性燃料、化学工業品の比率は

大きな変化はみられない。機械類および輸送機器の比率が世界の需要の伸びを反映して増加し

ている。1980年の34．3％から1993年には、43．2％となっているのである。一方、繊維・鉄鋼な

どその他の製造業製品は、1980年の32．5％から1993年には、29．7％へと減少している。

　　　　　　　　　　　　　第10表　先進国の商品別輸出構造（％），

商品　　　　　　年 1980年 1987年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年

食料・飲料・たばこ 10．1 8．5 8．4 8．4 8．5 8．7 8．5

原　材　料（除燃料） 6．6 5．3 5．3 4．7 4．3 4．0 4．0

鉱　物　性　燃　料 6．9 4．5 3．7 4．3 4．3 3．9 4．0

化学工業製品 9．6 10．5 10．5 10．4 10．5 10．5 10．6

機械類および輸送機器 34．3 40．9 41．4 41．8 42．5 42．8 43．2

その他の製造業製品 32．5 30．3 30．7 30．4 29．9 30．1 29．7

総　　計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0

（資料）UN，　Mo目配ッβμ～観‘πo／8如亡‘s漉s，各月号。

（註）その他の製造業製品は繊維、鉄鋼、非鉄金属などを含む。

第11表　発展途上国の商品別輸出構造（％）

商品　　　　　　年 1980年 1987年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年

食料・飲料・たばこ 10．4 12．5 11．1 10．3 10．3 9．6 9．2

原　材　料（除燃料） 72 10．5 7．6 6．3 5．9 5．6 5．1

鉱　物　性　燃　料 60．6 27．8 23．2 25．9 22．7 20ユ 18．9

化学工業製品 1．7 3．5 4．2 4．5 4．7 4．7 4．9

機械類および輸送機器 5ユ 17．0 18．2 19．1 21．2 23．1 25．5

その他の製造業製品 142 28．7 35．7 35．2 35．2 36．9 36．7

総　　計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0

（資料）UN，　Mo撹〃ンB配蹴‘πo／8εα亡‘s診‘os，各月号。

（註）その他の製造業製品は繊維、鉄鋼、非鉄金属などを含む。
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　ところで、発展途上国の場合を第11表によってみると、同じく1980年代、1990年代について、

食料品、原材料（除燃料）には大きな変化はみられない。しかし、鉱物性燃料の比率は大きく

変動している。1980年の石油危機の時期には60．6％という大きい比重を占めた。その後、徐々

に比重が低下している。他方で、工業品の比率は、増加傾向を強めている。1980年から1993年

の間に、化学工業品は、1．7％から4．9％へ、機械類および輸送機器は5，1％から25。5％へと著増

した。また、繊維、鉄鋼などを含むその他の工業品の比率も14．2％から36．7％へと増加した。

この背景には、1980年代以降における発展途上国の工業化がいちじるしく進展したことがある。

　さらに、商品別の世界輸出額に占める先進国と発展途上国の比率を、第12表、第13表によっ

てみてみよう。先進国の場合は、（第12表）、食料・飲料・たばこが加工品であり、また原材料

が加工原材料を含むため、いずれも60％台の高い比率を示している。一方、鉱物性燃料の比率

は低い。化学工業品、機械類および輸送機器、および繊維、鉄鋼などのその他製造品の比率は

高い。

　しかし、これらを1980年代から1990年代への変化についてみれば、三品目とも低下傾向を示

している。化学工業品は1980年の88．2％から1993年には83．2％へ、機械類及び輸送機器は86．3

％から80．2％へ、その他の製造品は77．9％から63．4％へと低下している。とくに、その他の製

　　　　　　　　　　　第12表　商品別世界輸出額に占める先進国の比率（％）

商品　　　　　　年 1980年 1987年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年

食料・飲料・たばこ 65．5 65．3 67．0 69．4 69．6 70．3 68．6

原材　料（除燃料） 61．2 63．9 63．2 65．3 65．7 64．2 63．2

鉱　物　性　燃　料 17．9 27．9 272 29．4 33．5 32．7 32．2

化学工業製品 88．2 85．0 84．2 84．3 85．4 84．5 83．2

機械類および輸送機器 86．3 82．8 83．2 83．8 84．5 83．1 80．2

その他の製造業製品 77．9 69．6 68．8 70．3 69．3 66．7 63．4

（資料）UN，　Mo説配ッBμZ観加。ノ翫砒ε戯cs，各月号。

（註）その他の製造業製品は繊維、鉄鋼、非鉄金属などを含む。

　　1987年のその他の製造業製品は、上記3商品の平均数値である。

第13表　商品別世界輸出額に占める発展途上国の比率（％）

商品　　　　　　年 1980年 1987年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年

食料・飲料・たばこ 31．9 27．1 292 27．5 28．2 27．4 29．1

原材　料（除燃料） 31．8 24．8 29．9 26．6 30．3 31．6 32．0

鉱　物　性　燃　料 73．9 50．2 55．8 57．1 59．3 59．2 60．1

化学工業製品 7．5 8．2 112 11．9 12．7 13．3 14．4

機械類および輸送機器 6．0 10．0 12．1 12．4 14．1 15．8 18．9

その他の製造業製品 18．0 20．9 26．6 26．6 28．9 30．9 33．5

（資料）UN，ルfo画配ンB厩傭加〔ゾ8融彦」8漉3，各月号。

（註）その他の製造業製品は繊維、鉄鋼、非鉄金属などを含む。

　　1987年のその他製造業製品は、上記3商品の平均数値である。
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造品の低下はいちじるしい。

　発展途上国の場合には（第13表）、商品別の世界輸出額に占める比率の変化に注目しなけれ

ばならない。食料、原材料には大きな変化はない。鉱物性燃料は80年の73．9％から徐々に低下

してきている。石油危機の時期からエネルギー需要の多様化がはじまったことによる。他方で

注目すべきことは工業品の比率の増大である。

　化学工業品は1980年の7．5％から1993年には14．4％へ、機械類および輸送機器は1980年の6。0

％から1993年には18．9％へ、その他の製造品は18．0％から33．5％へといちじるしく増加した。

　ともあれ、世界貿易を商品構造からみれば、かってみられなかったほどの注目すべき変化が

おこっているのである。すなわち、先進国相互貿易のほとんどが産業内貿易であることはいう

までもないが、発展途上国と先進国の間の貿易および発展途上諸国間の貿易もまた産業内貿易

へと転換されているのである。

　繊維産業は、すでに1970年代あるいはそれ以前から、発展途上国の輸出商品となっていた。

1980年代には先進国からの輸出が減少し、発展途上国からの輸出が著しく増加した。つづいて、

鉄鋼が発展途上国の輸出品となり、化学品および機械・輸送機器の諸分野にも同様の傾向がみ

られるように発展してきたのである。

　さて、国際分業構造の展開過程という視角からみれば、まず労働集約型産業が、ついで素材

型重化学産業が、先進国から発展途上国に移転し、先進国はますます加工型、高度技術型産業

に特化する傾向を強めているのである。

　ところで、工業品貿易において、先進国と発展途上国とのどちらがより大きい世界市場とし

て工業品のアブソーバーとなっているだろうか。

　先進国の場合（第14表）、化学品、機械・輸送機器、繊維、鉄鋼について1980年の先進国む

け輸出比率がそれぞれ71．7％、67．8％、75．3％、63．9％となっている。1994年にはそれぞれ73．6

第14表　先進国の工業品輸出の地域構成（％）

1980年 1987年 1989年 1990年　　　　　　　年

､品　　　地域 先進国 途上国 先進国 途上国 先進国 途上国 先進国 途上国

化　　学　　品

@械・運輸施設

@　　　　維

S　　　　鋼

71．7

U7．8

V5．3

U3．9

28．3

R2．2

Q4．7

R6ユ

76．7

V8．4

W0．7

V2．5

23．3

Q1．6

P9．3

Q7．5

76．9

V8．2

V9．5

V1．9

23．1

Q1．8

Q0．5

Q9ユ

75．2

V6．1

V7．3

V29

24．8

Q3．9

Q2．7

Q7．1

1991年 1992年 1993年 1994年　　　　　　　年

､品　　　地域 先進国 途上国 先進国 途上国 先進国 途上国 先進国 途上国

化　　学　　品

@械。運輸施設

@　　　　維

S　　　　鋼

74．3

V3．9

V4．9

U9．3

25．7

Q6ユ

Q5．1

R0．7

75．2

V2．0

V3．0

U9．3

24．8

Q8．0

Q7．0

R0．7

73．5

U8．3

V0．0

U3．5

26．5

R1．7

R0．0

R6．5

73．6

U9．1

V0．1

U9．3

26．4

R0．9

Q9．9

R0．7

（資料）UN，　Mo就〃ッB認θ伽。ノ翫α診ごs‘‘cs、各号。
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％、69，1％、70。1％、69．3％となっていて、これらの工業品の先進国間貿易の比率は繊維品以

外は変化が小さい。繊維品だけは、先進国のアブソーバーとしての役割は減退している。

　他方で、発展途上国の場合（第15表）、1980－93年の変化をみれば、機械・運輸機器は先進

国むけ比率が増加して1993年目は56．4％となっている。しかし、化学品、繊維、鉄鋼は先進国

むけ比率が低下し、発展途上国むけが増加している。とくに繊維、鉄鋼ではこの傾向が顕著と

なっている。繊維は1993年には68．4％が発展途上国むけであり、鉄鋼は1993年には69．1％が発

展途上国むけになっているのである。

　　　　　　　　　　　第15表　発展途上国の工業品輸出の地域構成（％）

1980年 1990年 1991年 1992年 1993年　　　　　　　年

､品　　　地域 先進国 途上国 先進国 途上国 先進国 途上国 先進国 途上国 先進国 途上国

化　　学　　品

@械・運輸施設

@　　　　維

S　　　　鋼

39．4

S8．5

S5．9

S4．8

60．6

T1．5

T4．1

T5．2

37．5

T8．9

R5．3

S7．0

42．5

S1．1

U4．7

T3．0

34．6

T5．6

R2．8

S3．0

65．4

S4．4

U7．2

T7．0

34．3

T6．9

R2．7

R5．4

65．7

S3．1

U7．3

U4．6

33．5

T6．4

R1．6

R0．9

66．5

S3．6

U8．4

U9．1

（資料）UN，　Mo麗配ッBμZ観加。／Sεα亡醜‘cs，各月号。

6．1990年旧世界貿易の諸特徴

　戦後の世界経済は、1973年の第一次石油危機以後に低成長期に転換したあと、三度にわたる

不況の時期がみられる。これらの3っの不況の長さと深さは、1930年代の世界大恐慌とくらべ

ると国際経済の諸条件の面からみて大きな相異点がみられる。とくに、世界貿易における実態

が1930年代に深刻な事態が起こったのに対して、現代の3っの不況期には深刻な事態は起こっ

ていない。

　その背景には、世界貿易の構造変動がある。それを、1980年代、1990年代にみられる世界貿

易構造の変化の諸特徴として要約してみよう。

　第一に、世界貿易の地域構造、商品構造からみてみる。まず、1980年代後半から1990年代前

半にかけての世界貿易の拡大は、先進諸国間の工業製品の相互の市場拡大があげられる。つい

で、NIES諸国による先進国むけの機械・輸送機器を中心とする工業品の輸出増加がある。さ

らに、化学品、繊維、鉄鋼などの発展途上諸国間の相互貿易の拡大がみられる。いずれの場合

においても、産業内貿易＝工業品貿易の世界貿易における比率の増大を意味するものである。

　第二に、世界貿易における地域的経済統合の動きが目立ってきていることである。EUの統

合の進展はもっとも顕著な現象である。また、米州大陸諸国間の相互依存関係の強化がみられ

る。さらに、日本とアジアとの関係、またアジア地域内貿易関係の強化、などがみられる。

　EUの場合は、経済停滞を乗り切るために市場問題をどのように解決しようとしているか、

を示している。また、米州大陸諸国やアジアはいずれも、NIESを中心とした発展途上諸国の



20 東海学園大学紀要　第2号

工業化にともなう市場問題の解決方向のあり方をも示しているのである。

　ところで、この現象を国際分業の展開という視角からみれば、発展途上国の工業化が、労働

集約型産業から素材型産業へ、さらに加工型産業へと転換し、他方で先進国が高度技術面産業

へと特化をすすめてきて産業構造が転換していっている事実を示している。

　世界市場構成からみれば、工業品のアブソーバーとしては、先進国にとってはまず先進国相

互間の市場拡大がみられるが、商品別には1990年代には機械・輸送機器の比率が増加し、化学

品、繊維、鉄鋼は先進国むけ比率が低下している。他方で、発展途上国の輸出の場合には、機

械・輸送機器では先進国がアブソーバーとしての比率を増加してきているが、化学品、繊維、

鉄鋼では発展途上国がアブソーバーとなってきているのである。直接投資の増大が世界貿易構

造の変貌に大きな影響を与えているが、本稿ではふれていない。
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